

























第１章  PPP と情報 
第２章  PPP におけるモラル・ハザードと解決策 






































近年の PPP における情報 





データ利活用 2の重要性が説かれ、その方針は「未来投資戦略 2017」にも承継されている。 








そこで本稿では、PPP における情報とは何かを再考し、情報の非対称性が PPP にどのよ
うな影響を与え、それを回避する実践手法を、経済学の観点から提示する。なお、本稿に
おける PPP とは、「PPP 事業における官民対話・事業者選定プロセスに関する運用ガイド」3










図表 1 本稿における PPP の対象 















































という定義式を導いている。この定義式にもとづき、情報量Ｉが 1 ビットから始まって、 
2 ビット、3 ビットと 1 ビットずつ増えていくとき、どのようなｕが対応するかを見てみる




















































) のグラフ 図表 2 Ｉと u の関係 
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 （２） 情報の質的特徴 
続いて、情報の質的側面を考察する。一般的に、情報には価値があり、情報は財として


























                                                   
5 この性質から情報は非競合財であるとされる。（八田,2008:366）、（藪下,2013:81） 















第３節 PPP における情報 








































































































図表 8 情報財の比較 
 一般的な情報財 PPP における情報 
費用逓減 SMC＝０ SMC＝０ 
不可逆性 あり あり 
外部性 あり あり 
不確実性 あり あり 
価格 市場で決定 設定されない 

























































































健康増進と交流機能の場を提供する BOT 方式の PFI 事業である。事業期間は、平成 15 年
12 月から平成 32 年 3 月までの 17 年間である。ところが、開業後 1 か月半が経った平成
17 年 8 月 16 日（火）午前 11 時 46 分頃、宮城県沖を震源とするマグニチュード 7.2（暫定




































 前者については、逃走事故や暴動事故の発生で「3%×毎年度の PFI 事業費」の違約金を
事業者が支払う等、後者については建築物保守管理業務・建築設備運転監視業務・修繕業
務（大規模修繕を含む）や、収容関連サービスや警備等の運営業務で、四半期ごとに累積






第４節 PPP におけるモラル・ハザードの解決策 
 （１） モニタリング 
実務上、PPP におけるモニタリングに関しては、平成 15 年 6 月に内閣府民間資金等活用
事業推進委員会が「モニタリングに関するガイドライン」を、平成 20 年 3 月に国土交通省
総合政策局政策課が「国土交通省所管事業への PFI 活用に関する発注担当者向け参考書」
をそれぞれ公表している。特に後者は、実施方針策定及び公表段階から事業の終了段階ま
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 （２） インセンティブ契約  
他方、インセンティブ契約 12は、すでに多くの PPP 事業で導入されている。例えば、以
下のような種類が考えられる。 
 
図表 10 PPP 事業におけるインセンティブの種類 
インセンティブの種類 具体例 





13  類似の事業で指標を競わせ、順位に応じた報酬を付与 
費用削減型  費用削減の効果を受託者に帰属化 
 省エネによる費用削減を金銭化し報奨金の支払い 






































































































第３節 PPP における逆選択 












管理する BOT 方式の PFI 事業である。タラソ福岡事業は福岡市が平成 12 年 3 月に実施方
針を作成し、平成 13 年 2 月に事業者との契約を締結したものの、事業主体である株式会社
タラソ福岡が経営状況の悪化を理由に会社の倒産手続きの申立を行うことを決定。同社が
運営する臨海工場余熱利用施設「タラソ福岡」は平成 16年 11月 30日をもって閉鎖された。 
タラソ福岡の事業が中断に至った理由として複数の要因が検証されているが、その一つ
に事業者選定プロセスにおいて、情報の非対称性による逆選択を招いてしまったことが挙














































                                                   
17 当然他グループが優先交渉権を得ていたとしても他の要因から事業の確実性が保証される訳ではない。 
18 内閣府 HP http://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jirei/jirei01_01.html(最終検索日:2018 年 1 月 6 日) 
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辺地盤のボーリング調査等を確実に実施することが必要」と PFI 事業を振り返っている 19。 
 


















図表 11 マーケットサウンディング型官民対話の主なメリット 
（出典）筆者作成 
 
                                                   
19 内閣府 HP http://www8.cao.go.jp/pfi/pfi_jouhou/tebiki/jirei/jirei03_01.html(最終検索日:2018 年 1 月 6 日) 
20 内閣府・総務省・国土交通省（2016） 
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